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第３期北海道ギャンブル等依存症対策推進計画（素案）の概要 

 

第Ⅰ章 計画の策定にあたって 
 
１ 計画策定の趣旨 

 ○ 道は、ギャンブル等依存症対策推進基本法（平成 30 年法律第 74 号）に基づき、本道の実情に即し

たアルコール健康障害対策を総合的かつ計画的に推進するため、国のギャンブル等依存症対策推進

基本計画を踏まえ、第３期「「北海道ギャンブル等依存症対策推進計画」を策定 

２ 計画の位置付け 

 ○ ギャンブル等依存症対策基本法第１３条に基づく道の推進計画 

３ 計画の期間 

 ○ 計画の期間は、令和８年度（２０２６年度）から令和１０年度（２０２８年度）までの３年間 

４ ギャンブル等依存症の現状 

 ○本道におけるギャンブル等依存症の患者数 

    多くの方がまだ精神科医療につながっていない状況と推測 

 

○現状と課題 

・ギャンブル等依存症について正しい理解が十分に進んでいない可能性があることから、適切な治療 

やその後の支援により回復可能な病気であることを広く正しく啓発するとともに、早期発見・早期治療の 

ためには，相談機関や医療機関、自助グループ活動等につなげていくこと 

・オンラインカジノ等への対策を強化したギャンブル等依存症対策基本法の改正を踏まえたオンライン 

カジノの違法性の周知                                             など 

ギャンブル等依存症が疑われる者

（推計） 

７万３千人      国調査（令和５年度）による推計 

精神科医療機関で治療を受けてい

る方（令和４年度） 

入院 １３人 

外来２８０人 

ＮＤＢ分析（厚生労働省研究班） 

 

第Ⅱ章 計画の基本的な考え方 

１ 基本理念 

 ○ ギャンブル等依存症の発症、進行及び再発の各段階に応じた防止対策の適切な実施と、ギャンブル

等依存症である者又はその疑いがある者やその家族の円滑な日常生活及び社会生活の支援 

○ 多重債務、貧困、虐待、自殺、犯罪等の関連問題に関する施策との有機的な連携への配慮 

２ 国、地方公共団体、関係事業者、国民（道民）等の責務 

 ○ ギャンブル等依存症対策基本法第５条から第９条において、国、地方公共団体、関係事業者、依存 

症対策に関連する業務に従事する者、国民（道民）の責務を規定 

３ 基本方針 

 １ ギャンブル等依存症に関する正しい知識の普及 

２ 誰もが相談できる相談窓口と、必要な支援につなげる相談支援体制づくり 

３ 医療における質の向上と連携の促進 

４ ギャンブル等依存症で悩む方が円滑に回復、社会復帰するための社会づくり 

４ 重点目標 

 １ ギャンブル等依存症に関する知識の普及を徹底し、将来にわたるギャンブル等依存症の「発症予防」 

２ ギャンブル等依存症に関する予防及び相談から治療、回復支援に至る切れ目のない「支援体制の整 

  備」 

３ ギャンブル等依存症対策の推進に向けた連携協力体制の構築及び人材の確保による「基盤整備」 
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第Ⅲ章 施策体系 
 

施 策 現状と課題 具体的な取組 

重点目標１ 「発症予防」 

 ① 教育、広報等による普及 

 啓発の推進 

○ ギャンブル等依存症の正しい知 

識が十分理解されていない状況 

があり、適切な治療や支援につ 

ながりにくいことが課題 

○ ギャンブル等依存症の正しい 

知識や相談窓口等の普及啓発 

○ ２０歳未満の者への普及啓発 

○ 学校教育等における指導の充 

実 

② 職場における普及啓発 

の推進 

○ 健康保険関係団体などの関係機 

関における啓発活動は、十分に行 

われていない状況 

○ 職域保健との連携 

③  不適切な誘引の防止 

（予防） 

○ 近年、オンラインカジノサイ 

トへのアクセス数の増加とこれ 

に伴う依存症の問題が強く指摘 

されており、オンラインカジノ 

の違法性などについて広報啓 

発・教育を推進する必要 

○ 依存を生じさせない環境づく 

りに関する取組が重要 

○ オンラインカジノに関する正し 

い知識の普及啓発 

○ 関係事業者の自主的な取組 

○ 関係機関等の連携 

○ 警察による取組 

重点目標２ 「支援体制の整備」 

 ④ 相談支援 ○ ギャンブル等依存症で悩む方 

や家族に相談窓口の活用等が十 

分に周知されていない可能性 

○ 相談支援体制の充実 

○ 相談支援従事者の育成 

 ⑤ 医療提供体制の充実 ○ 道内のギャンブル等依存症の 

 治療を専門に行う医療機関の整 

備と医療従事者の養成、質の向上 

などが必要 

○ 専門医療機関及び治療拠点 

機関の整備 

○ ギャンブル等依存症に係る医 

療の質の向上 

○ 医療連携の推進 

⑥ 社会復帰への支援 ○ ギャンブル等依存症の回復の 

ためには、医療機関への通院や、 

自助グループの活動等への参加 

が必要 

○ ギャンブル等依存症からの回 

復支援 

 ⑦ 民間団体の活動に対 

する支援 

○ 自助グループや普及啓発・相 

 談等の活動を行う民間団体との 

連携と団体への支援を行う必要 

○ 自助グループ等との連携促進 

○ 自助グループ等への支援 

重点目標３ 「基盤整備」 

 ⑧ 連携協力体制の構築 ○ 地域の実情に応じたギャンブ 

ル等依存症対策を総合的に推進 

するための体制づくりが必要 

○ 地域における連携協力体制の 

構築 

○ 相談支援体制の構築（再掲） 

○ 医療連携の推進（再掲） 

 ⑨ 人材の確保 ○ ギャンブル等依存症で悩む方 

や家族が、必要な治療や支援を受 

けられるよう、相談・支援従事者 

等の人材育成が必要 

○ 職域保健との連携（再掲） 

○ 相談支援従事者の育成（再

掲） 

○ ギャンブル等依存症に係る医

療の質の向上（再掲） 
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第Ⅳ章 推進体制等 
 
１ 関連施策との有機的な連携 

 ○ ギャンブル等依存症対策の推進にあたり、関連施策との有機的な連携が図られるよう道関係部局との

連絡・調整等を実施 

○ 国、市町村、保健・医療・福祉・教育・法務・当事者団体・関係事業者等との連携強化 

２ 推進体制 

 ○ 北海道ギャンブル等依存症対策推進会議において、本計画の取組の成果と課題を検証 

３ 計画の見直し 

 ○ 重点目標の達成状況や各施策等の進捗状況を評価 

○ 必要があると認めるときは、北海道ギャンブル等依存症対策推進会議の意見を聴き、計画を見直し 

 




